
医療機関への更なる経営支援を求める意見書 

 

新型コロナウイルス感染症の拡大の影響を受けて、多くの医療機関の経営状

態が悪化しています。 

日本病院会、全日本病院協会、日本医療法人協会の３団体は５月２７日に、

大病院を中心に前年同月比で１割を超える減収が生じており、新型コロナウイ

ルス感染症患者を受け入れている病院の減収が、億単位に及ぶなど深刻な状況

であることを発表しています。 

また、新型コロナウイルスの感染症患者を受け入れていない医療機関におい

ても、感染症への警戒からかかりつけの患者の足が遠のき収入が減っているだ

けでなく、基礎疾患を悪化させる患者も見られるなど副次的な健康被害も生じ

ています。 

国は新型コロナウイルス感染症の対策に係る令和２年度第２次補正予算にお

いて、医療従事者への慰労金を盛り込んだものの、医療機関の経営そのものへ

の支援については資金繰り支援の拡充にとどまっています。経営の悪化を受け

て閉院する医療機関が相次げば、地域医療体制に空白が生じる事態にもなりか

ねません。こうした新たな医療崩壊のリスクを回避するためには、早急に更な

る経営支援策を講じる必要があります。 

よって直方市議会は、国会及び政府が、新型コロナウイルス感染症患者を受

け入れる病院を始め、地域医療を担う診療所・病院等の経営を支援する給付制

度を創設するとともに、基礎疾患を抱える患者に対する適切な受診勧奨に取り

組まれますよう強く要請します。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 
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